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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放送局から送出されたデジタル放送信号を受信するデジタル放送受信装置において、
　前記デジタル放送信号を受信し、前記デジタル放送信号からトランスポートストリーム
を生成する受信部と、
　前記受信部によって生成された前記トランスポートストリームからデータを抽出するデ
マルチプレクサ部と、
　前記デマルチプレクサ部によって抽出された前記データを復号して復号データを生成す
るデコーダ部と、
　被制御機器と通信を行う通信部と、
　情報を記憶する記憶部と、
　装置全体の動作を制御する制御部と
　を有し、
　前記記憶部は、
　災害の種類を示す災害種別と、前記災害種別ごとの被災レベルを示す被災度と、前記災
害種別の各々及び前記被災度の各々についてユーザに提示する提示内容とを規定する緊急
情報提示制御情報、
　前記災害種別と、前記災害種別ごとの前記被災度と、前記災害種別の各々及び前記被災
度の各々についての被制御機器ごとの制御内容とを規定する機器制御情報、及び、
　前記デジタル放送受信装置の設置地域を示す設置地域情報
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　を記憶し、
　前記制御部は、
　前記デジタル放送信号が緊急警報放送信号を含むときに、前記緊急警報放送信号に記述
されている信号種別と地域符号とを取得し、前記信号種別に対応する前記災害種別を前記
記憶部から取得し、前記地域符号に対応する前記災害の対象地域から前記設置地域までの
距離に応じて前記緊急情報提示制御情報に含まれる前記災害種別ごとの被災レベルを示す
前記被災度を前記記憶部から取得する災害緊急度判別部と、
　前記緊急情報提示制御情報から、前記災害緊急度判別部によって取得された前記災害種
別と前記被災度とに対応する前記提示内容を取得して、前記提示内容に基づく緊急情報提
示データを出力する緊急情報提示部と、
　前記機器制御情報から、前記災害緊急度判別部によって取得された前記災害種別と前記
被災度とに対応する前記制御内容を取得し、取得された前記制御内容に従った制御信号を
前記被制御機器に送出する機器制御部と
　を有する
　ことを特徴とするデジタル放送受信装置。
【請求項２】
　前記デコーダ部で復号された前記復号データに基づく映像及び前記緊急情報提示データ
に基づく映像の内の少なくとも一方を表示する表示部と、
　前記緊急情報提示データに基づく音及び前記デコーダ部で復号された前記復号データに
基づく音の内の少なくとも一方を出力する音声出力部と
　をさらに有することを特徴とする請求項１に記載のデジタル放送受信装置。
【請求項３】
　前記緊急情報提示制御情報に含まれる前記提示内容は、
　音声読み上げによる緊急情報の提示の有無、
　警報音による緊急情報の提示の有無、及び
　前記音声読み上げ又は前記警報音の音量を示す情報
　を含む
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載のデジタル放送受信装置。
【請求項４】
　前記機器制御情報に含まれる前記制御内容は、
　前記被制御機器をオンにする制御信号の送信、
　前記被制御機器をオフにする制御信号の送信、及び
　前記被制御機器に制御信号を送信しない処理
　を含む
　ことを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載のデジタル放送受信装置。
【請求項５】
　前記デマルチプレクサ部によって抽出された前記データは、映像データパケット、音声
データパケット、及び字幕データパケットを含むことを特徴とする請求項１から４のいず
れか１項に記載のデジタル放送受信装置。
【請求項６】
　前記デマルチプレクサ部によって抽出された前記データは、番組特定情報用パケットと
してのＰＭＴパケットを含み、
　前記災害緊急度判別部は、前記ＰＭＴパケットの緊急情報記述子から、前記災害種別と
前記災害の対象地域とを取得し、前記被災度を取得する
　ことを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載のデジタル放送受信装置。
【請求項７】
　前記災害緊急度判別部は、前記デマルチプレクサ部によって抽出された字幕データから
、前記災害種別と、前記字幕データに含まれる地域情報から前記設置地域までの距離に応
じた前記被災度とを取得する
　ことを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載のデジタル放送受信装置。
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【請求項８】
　前記災害緊急度判別部は、前記デコーダ部で復号された前記データである音声データか
ら、前記災害種別と、前記音声データに含まれる地域情報から前記設置地域までの距離に
応じた前記被災度とを取得する
　ことを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載のデジタル放送受信装置。
【請求項９】
　被制御機器を制御する緊急制御装置において、
　デジタル放送信号を受信し、前記デジタル放送信号からトランスポートストリームを生
成する受信部と、
　前記受信部によって生成された前記トランスポートストリームからデータを抽出するデ
マルチプレクサ部と、
　前記デマルチプレクサ部によって抽出された前記データを復号して復号データを生成す
るデコーダ部と、
　前記被制御機器と通信を行う通信部と、
　情報を記憶する記憶部と、
　装置全体の動作を制御する制御部と
　を有し、
　前記記憶部は、
　災害の種類を示す災害種別と、前記災害種別ごとの被災レベルを示す被災度と、前記災
害種別の各々及び前記被災度の各々についての被制御機器ごとの制御内容とを規定する機
器制御情報、及び、
　前記緊急制御装置の設置地域を示す設置地域情報
　を記憶し、
　前記制御部は、
　前記デジタル放送信号が緊急警報放送信号を含むときに、前記緊急警報放送信号に記述
されている信号種別と地域符号とを取得し、前記信号種別に対応する前記災害種別を前記
記憶部から取得し、前記地域符号に対応する前記災害の対象地域から前記設置地域までの
距離に応じて前記機器制御情報に含まれる前記災害種別ごとの被災レベルを示す前記被災
度を前記記憶部から取得する災害緊急度判別部と、
　前記機器制御情報から、前記災害緊急度判別部によって取得された前記災害種別と前記
被災度とに対応する前記制御内容を取得し、取得された前記制御内容に従った制御信号を
前記被制御機器に送出する機器制御部と
　を有する
　ことを特徴とする緊急制御装置。
【請求項１０】
　放送局から送出されたデジタル放送信号を受信する緊急警報装置において、
　前記デジタル放送信号を受信し、前記デジタル放送信号からトランスポートストリーム
を生成する受信部と、
　前記受信部によって生成された前記トランスポートストリームからデータを抽出するデ
マルチプレクサ部と、
　前記デマルチプレクサ部によって抽出された前記データを復号して復号データを生成す
るデコーダ部と、
　被制御機器と通信を行う通信部と、
　情報を記憶する記憶部と、
　装置全体の動作を制御する制御部と
　を有し、
　前記記憶部は、
　災害の種類を示す災害種別と、前記災害種別ごとの被災レベルを示す被災度と、前記災
害種別の各々及び前記被災度の各々についてユーザに提示する提示内容とを規定する緊急
情報提示制御情報、及び、
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　前記緊急警報装置の設置地域を示す設置地域情報
　を記憶し、
　前記制御部は、
　前記デジタル放送信号が緊急警報放送信号を含むときに、前記緊急警報放送信号に記述
されている信号種別と地域符号とを取得し、前記信号種別に対応する前記災害種別を前記
記憶部から取得し、前記地域符号に対応する前記災害の対象地域から前記設置地域までの
距離に応じて前記緊急情報提示制御情報に含まれる前記災害種別ごとの被災レベルを示す
前記被災度を前記記憶部から取得する災害緊急度判別部と、
　前記緊急情報提示制御情報から、前記災害緊急度判別部によって取得された前記災害種
別と前記被災度とに対応する前記提示内容を取得して、前記提示内容に基づく緊急情報提
示データを出力する緊急情報提示部と
　を有する
　ことを特徴とする緊急警報装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放送局から送出されたデジタル放送信号を受信するデジタル放送受信装置、
緊急制御装置、及び緊急警報装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　地震又は津波などのように人命又は財産に重大な影響を及ぼすことが予想される災害（
緊急事態）が発生したときに、放送局がデジタル放送信号として緊急警報放送信号を送出
する緊急警報放送システム（Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ　Ｗａｒｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ：ＥＷ
Ｓ）が運用されている。この緊急警報放送信号においては、伝送制御データであるＴＭＣ
Ｃ（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ａｎｄ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ　Ｃｏｎｆｉｇｕｒ
ａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）情報の緊急警報放送用起動フラグが「１」に設定
されており、ＰＭＴ（Ｐｒｏｇｒａｍ　Ｍａｐ　Ｔａｂｌｅ）に緊急情報記述子が挿入さ
れている。デジタル放送受信装置は、受信されたデジタル放送信号のＴＭＣＣの緊急警報
放送用起動フラグが「１」に設定されていることを検出したときに、デジタル放送信号の
ＰＭＴから緊急情報記述子を取得して緊急警報放送の番組の映像データ及び音声データを
生成する。デジタル放送受信装置のユーザ（視聴者）は、緊急警報放送の番組の映像デー
タ及び音声データに基づく映像及び音声を視聴することによって、災害の発生及び災害情
報（災害の状況など）をいち早く知り、これらの情報を防災又は被害の軽減に利用するこ
とができる。
【０００３】
　ところが、緊急警報放送の番組を視聴した視聴者は、避難準備などを行う必要があり、
家庭内機器の停止などの危険回避行動を迅速に取ることができない場合がある。この対策
として、特許文献１は、家庭内機器の制御機能を備えた緊急制御装置を提案している。こ
の緊急制御装置は、ユーザ設定情報として緊急制御装置が設置されている地域に関する設
置地域情報を蓄積している。緊急制御装置は、デジタル放送信号として緊急警報放送信号
を受信したときに、ＰＭＴの緊急情報記述子の地域符号が示す地域（災害発生地域）が、
この設置地域情報が示す設置地域（通常、ユーザ居住地域）に一致する場合に、この緊急
制御装置にネットワークを介して接続されている家庭内機器を制御する（例えば、テレビ
の電源を投入（オン）にし又は暖房機器を停止（オフ）する）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－０１８６７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　しかしながら、上記従来の緊急制御装置は、緊急警報放送信号のＰＭＴの緊急情報記述
子の地域符号が示す地域（災害発生地域）が装置の設置地域（ユーザ居住地）に一致する
場合にのみ動作する。このため、これらが一致しない場合には、装置の設置地域が災害の
影響を受ける可能性のある地域であったとしても、緊急制御装置は、危険回避行動の注意
喚起などの緊急情報のユーザへの提供又は防災のための被制御機器の制御を行うことがで
きないという問題がある。
【０００６】
　そこで、本発明は、上記従来技術の課題を解決するためになされたものであり、その目
的は、装置の設置地域が緊急警報放送信号が示す災害発生地域に一致しない場合であって
も、災害の影響を受ける可能性のある地域である場合には、ユーザに緊急情報の提示及び
被制御機器の制御の少なくとも一方を行うことができる装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係るデジタル放送受信装置は、放送局から送出されたデジタル放送信号を受信
するデジタル放送受信装置であって、前記デジタル放送信号を受信し、前記デジタル放送
信号からトランスポートストリームを生成する受信部と、前記受信部によって生成された
前記トランスポートストリームからデータを抽出するデマルチプレクサ部と、前記デマル
チプレクサ部によって抽出された前記データを復号して復号データを生成するデコーダ部
と、被制御機器と通信を行う通信部と、情報を記憶する記憶部と、装置全体の動作を制御
する制御部とを有し、前記記憶部は、災害の種類を示す災害種別と、前記災害種別ごとの
被災レベルを示す被災度と、前記災害種別の各々及び前記被災度の各々についてユーザに
提示する提示内容とを規定する緊急情報提示制御情報、前記災害種別と、前記災害種別ご
との前記被災度と、前記災害種別の各々及び前記被災度の各々についての被制御機器ごと
の制御内容とを規定する機器制御情報、及び、前記デジタル放送受信装置の設置地域を示
す設置地域情報を記憶し、前記制御部は、前記デジタル放送信号が緊急警報放送信号を含
むときに、前記緊急警報放送信号に記述されている信号種別と地域符号とを取得し、前記
信号種別に対応する前記災害種別を前記記憶部から取得し、前記地域符号に対応する前記
災害の対象地域から前記設置地域までの距離に応じて前記緊急情報提示制御情報に含まれ
る前記災害種別ごとの被災レベルを示す前記被災度を前記記憶部から取得する災害緊急度
判別部と、前記緊急情報提示制御情報から、前記災害緊急度判別部によって取得された前
記災害種別と前記被災度とに対応する前記提示内容を取得して、前記提示内容に基づく緊
急情報提示データを出力する緊急情報提示部と、前記機器制御情報から、前記災害緊急度
判別部によって取得された前記災害種別と前記被災度とに対応する前記制御内容を取得し
、取得された前記制御内容に従った制御信号を前記被制御機器に送出する機器制御部とを
有することを特徴とする。
【０００８】
　本発明に係る緊急制御装置は、被制御機器を制御する緊急制御装置であって、デジタル
放送信号を受信し、前記デジタル放送信号からトランスポートストリームを生成する受信
部と、前記受信部によって生成された前記トランスポートストリームからデータを抽出す
るデマルチプレクサ部と、前記デマルチプレクサ部によって抽出された前記データを復号
して復号データを生成するデコーダ部と、前記被制御機器と通信を行う通信部と、情報を
記憶する記憶部と、装置全体の動作を制御する制御部とを有し、前記記憶部は、災害の種
類を示す災害種別と、前記災害種別ごとの被災レベルを示す被災度と、前記災害種別の各
々及び前記被災度の各々についての被制御機器ごとの制御内容とを規定する機器制御情報
、及び、前記緊急制御装置の設置地域を示す設置地域情報を記憶し、前記制御部は、前記
デジタル放送信号が緊急警報放送信号を含むときに、前記緊急警報放送信号に記述されて
いる信号種別と地域符号とを取得し、前記信号種別に対応する前記災害種別を前記記憶部
から取得し、前記地域符号に対応する前記災害の対象地域から前記設置地域までの距離に
応じて前記機器制御情報に含まれる前記災害種別ごとの被災レベルを示す前記被災度を前
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記記憶部から取得する災害緊急度判別部と、前記機器制御情報から、前記災害緊急度判別
部によって取得された前記災害種別と前記被災度とに対応する前記制御内容を取得し、取
得された前記制御内容に従った制御信号を前記被制御機器に送出する機器制御部とを有す
ることを特徴とする。
【０００９】
　本発明に係る緊急警報装置は、放送局から送出されたデジタル放送信号を受信する緊急
警報装置であって、前記デジタル放送信号を受信し、前記デジタル放送信号からトランス
ポートストリームを生成する受信部と、前記受信部によって生成された前記トランスポー
トストリームからデータを抽出するデマルチプレクサ部と、前記デマルチプレクサ部によ
って抽出された前記データを復号して復号データを生成するデコーダ部と、被制御機器と
通信を行う通信部と、情報を記憶する記憶部と、装置全体の動作を制御する制御部とを有
し、前記記憶部は、災害の種類を示す災害種別と、前記災害種別ごとの被災レベルを示す
被災度と、前記災害種別の各々及び前記被災度の各々についてユーザに提示する提示内容
とを規定する緊急情報提示制御情報、及び、前記緊急警報装置の設置地域を示す設置地域
情報を記憶し、前記制御部は、前記デジタル放送信号が緊急警報放送信号を含むときに、
前記緊急警報放送信号に記述されている信号種別と地域符号とを取得し、前記信号種別に
対応する前記災害種別を前記記憶部から取得し、前記地域符号に対応する前記災害の対象
地域から前記設置地域までの距離に応じて前記緊急情報提示制御情報に含まれる前記災害
種別ごとの被災レベルを示す前記被災度を前記記憶部から取得する災害緊急度判別部と、
前記緊急情報提示制御情報から、前記災害緊急度判別部によって取得された前記災害種別
と前記被災度とに対応する前記提示内容を取得して、前記提示内容に基づく緊急情報提示
データを出力する緊急情報提示部とを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明に係るデジタル放送受信装置及び緊急警報装置は、デジタル放送受信装置の設置
地域が、緊急警報放送信号が示す地域に一致しない場合であっても、緊急情報提示制御情
報を利用するので、災害の影響を受ける可能性のある地域である場合には、発生した災害
と被災度とに応じた内容の緊急情報の提供を行うことができる。このため、本発明に係る
デジタル放送受信装置によれば、ユーザに被災度に応じた内容の緊急情報を提示できるの
で、過度な不安感を与えないようにしながら、避難準備又は防災対策の準備を促すことが
できる。
【００１１】
　本発明に係るデジタル放送受信装置及び緊急制御装置は、デジタル放送受信装置の設置
地域が、緊急警報放送信号が示す地域に一致しない場合であっても、機器制御情報を利用
するので、災害の影響を受ける可能性のある地域である場合には、発生した災害と被災度
とに応じた被制御機器の制御を行うことができる。このため、本発明に係るデジタル放送
受信装置及び緊急制御装置によれば、被制御機器の種類に応じて、被災度に応じた適度な
内容の制御を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】実施の形態１に係るデジタル放送受信装置の構成を概略的に示すブロック図であ
る。
【図２】実施の形態１から３に係るデジタル放送受信装置の記憶部に記憶されている緊急
情報提示制御情報の一例を表形式で示す図である。
【図３】実施の形態１から３に係るデジタル放送受信装置がユーザに提示する緊急情報画
面の一例を示す図である。
【図４】実施の形態１から４に係るデジタル放送受信装置の記憶部に記憶されている機器
制御情報の一例を表形式で示す図である。
【図５】実施の形態１から３に係るデジタル放送受信装置の緊急警報放送信号の受信時の
動作を示すフローチャートである。
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【図６】実施の形態１に係るデジタル放送受信装置が行う災害緊急度判別処理を示すフロ
ーチャートである。
【図７】（Ａ）及び（Ｂ）は、実施の形態１から４に係るデジタル放送受信装置が行う被
災度判別処理を説明するための図である。
【図８】実施の形態２に係るデジタル放送受信装置の構成を概略的に示すブロック図であ
る。
【図９】実施の形態２に係るデジタル放送受信装置の災害緊急度判別部が行う災害緊急度
判別処理を示すフローチャートである。
【図１０】実施の形態３に係るデジタル放送受信装置の構成を概略的に示すブロック図で
ある。
【図１１】実施の形態３に係るデジタル放送受信装置の災害緊急度判別部が行う災害緊急
度判別処理を示すフローチャートである。
【図１２】実施の形態４に係る緊急制御装置の構成を概略的に示すブロック図である。
【図１３】実施の形態４に係る緊急制御装置の緊急警報放送信号の受信時の動作を示すフ
ローチャートである。
【図１４】実施の形態５に係る緊急警報装置の構成を概略的に示すブロック図である。
【図１５】実施の形態５に係る緊急警報装置の緊急警報放送信号の受信時の動作を示すフ
ローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
実施の形態１．
　図１は、本発明の実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０の構成を概略的に示す
ブロック図である。実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０は、災害発生時に緊急
警報放送を提供する放送局から送出されるデジタル放送信号を受信する機能を備えた装置
である。デジタル放送受信装置１０は、テレビ、映像記録装置、パーソナルコンピュータ
などに内蔵された装置であってもよい。
【００１４】
　図１に示されるように、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０は、アンテナで
受信されたデジタル放送信号を受け取り、このデジタル放送信号からトランスポートスト
リーム（ＴＳ）を生成する受信部としてのチューナ・復調部１１と、このチューナ・復調
部１１によって生成されたＴＳを受け取り、このＴＳから所望のデータを抽出するデマル
チプレクサ部１２とを有する。所望のデータは、例えば、番組データと番組特定データを
含む。番組データは、例えば、映像データパケット、音声データパケット、及び字幕デー
タパケットなどを含む。番組特定データは、例えば、ＰＡＴ（Ｐｒｏｇｒａｍ　Ａｓｓｏ
ｃｉａｔｉｏｎ　Ｔａｂｌｅ）パケット及びＰＭＴ（Ｐｒｏｇｒａｍ　Ｍａｐ　Ｔａｂｌ
ｅ）パケットなどを含む。
【００１５】
　また、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０は、このデマルチプレクサ部１２
によって抽出されたデータを復号して復号データを生成するデコーダ部１３を有する。デ
コーダ部１３は、例えば、ＭＰＥＧ（Ｍｏｖｉｎｇ　Ｐｉｃｔｕｒｅ　Ｅｘｐｅｒｔｓ　
Ｇｒｏｕｐ）符号化された映像データ及び音声データのＭＰＥＧ復号を行う。また、実施
の形態１に係るデジタル放送受信装置１０は、被制御機器としての家庭内機器５０とネッ
トワーク（例えば、ホームネットワーク）４０を介して通信を行う通信部１８と、情報を
記憶する半導体メモリなどのような記憶部１７と、装置全体の動作を制御する制御部１６
とを有する。
【００１６】
　また、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０は、デコーダ部１３で生成された
復号データである映像データに基づく映像を表示するディスプレイ装置などのような表示
部１５と、デコーダ部１３で生成された復号データに基づく音を出力するスピーカ装置な
どのような音声出力部１４とを有してもよい。図１には、デジタル放送受信装置１０が、
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表示部１５と音声出力部１４とを含む場合が示されているが、表示部１５はデジタル放送
受信装置１０の外部に備えられた表示装置であってもよく、音声出力部１４はデジタル放
送受信装置１０の外部に備えられたスピーカ装置であってもよい。
【００１７】
　通信部１８は、ネットワーク（例えば、ホームネットワーク）４０を介して家庭内機器
５０と通信可能に接続されている。ネットワーク４０は、有線及び無線のいずれであって
もよい。家庭内機器５０は、デジタル放送受信装置１０からの制御信号を受信可能であり
、且つ、この制御信号に応じて制御される緊急警報放送対応機器である。家庭内機器５０
は、例えば、テレビ５１、エアコン５２、ヒーター５３、及び電気給湯器５４を含むが、
家庭内機器５０の種類及び台数は、図１の例に限定されない。
【００１８】
　記憶部１７は、緊急情報提示制御情報１７ａと、機器制御情報１７ｂと、設置地域情報
１７ｃとを予め記憶している。これら、情報の登録は、装置の製造者、デジタル放送受信
装置１０とネットワーク４０と家庭内機器５０とからなるシステムの管理者、又はユーザ
などによって設定される。緊急情報提示制御情報１７ａは、災害の種類を示す災害種別と
、災害種別ごとの被災レベルを示す被災度と、災害種別ごとの被災度の各々についてユー
ザに提示する提示内容とを規定する情報である。機器制御情報１７ｂは、災害種別と、災
害種別ごとの被災度と、災害種別ごとの被災度の各々についての家庭内機器ごとの制御内
容とを規定する。設置地域情報１７ｃは、デジタル放送受信装置１０の設置地域を示す情
報であり、通常は、このデジタル放送受信装置１０のユーザ居住地域である。
【００１９】
　制御部１６は、災害緊急度判別部１６ａと、緊急情報提示部１６ｂと、機器制御部１６
ｃとを有する。災害緊急度判別部１６ａは、デジタル放送信号が緊急警報放送信号を含む
ときに、この緊急警報放送信号から、災害種別と、設置地域情報１７ｃが示す地域におけ
る被災度とを判別する。緊急情報提示部１６ｂは、緊急情報提示制御情報１７ａから、災
害緊急度判別部１６ａによって判別された災害種別と被災度とに対応する提示内容を取得
する。機器制御部１６ｃは、機器制御情報１７ｂから、災害緊急度判別部１６ａによって
判別された災害種別と被災度とに対応する制御内容を取得し、取得された制御内容に従っ
た制御信号を家庭内機器５０に送出する。
【００２０】
　図２は、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０の記憶部１７に記憶されている
緊急情報提示制御情報１７ａの一例を示す図である。図２に示されるように、緊急情報提
示制御情報１７ａは、災害種別と、被災度ごとに提示する提示内容である緊急情報のデー
タ格納場所と、提示内容とから構成されている。災害種別は、例えば、「地震」、「津波
」、「竜巻」などを含む。被災度は、災害種別の各々について、例えば、「１」、「２」
、「３」の数値で示される３段階で表され、被災度が示す数値が大きくなるほど、被災レ
ベル（被災の程度）が大きい。提示内容としては、例えば、緊急情報の音声読み上げ（言
葉）の有無、緊急情報を提示する際の内蔵音（機械音）再生の有無、緊急情報を提示する
際の音量設定の有無などが含まれる。図２に示される音量の数値は、数値が大きくなるほ
ど大きな音量であることを意味する。また、緊急情報提示部１６ｂがＷｅｂ（ウェブ）ブ
ラウザを利用する場合には、提示内容としての緊急情報のデータは、例えば、Ｗｅｂブラ
ウザで表示可能なハイパーテキスト記述言語で記述されたＨＴＭＬ（ＨｙｐｅｒＴｅｘｔ
　Ｍａｒｋｕｐ　Ｌａｎｇｕａｇｅ）ファイルである。ただし、緊急情報提示制御情報１
７ａは、図２の例に限定されない。
【００２１】
　図３は、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０がユーザに提示する緊急情報画
面１０１の一例を示す図である。緊急警報放送信号の受信時には、デジタル放送受信装置
１０の表示部１５に、図３に示されるように、緊急情報を提示する緊急情報画面１０１と
、デジタル放送信号に基づく縮小画面である放送画面（領域１００）とが表示される。た
だし、緊急警報放送信号の受信時における、表示部１５の画面は、図３の例に限定されな
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い。
【００２２】
　図４は、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０の記憶部１７に記憶されている
機器制御情報１７ｂの一例を表形式で示す図である。図４に示されるように、機器制御情
報１７ｂは、災害種別と、災害種別ごとの被災度と、災害種別ごとの被災度の各々につい
ての家庭内機器ごとの制御内容とを規定する。機器制御情報１７ｂに含まれる制御内容は
、家庭内機器５０の各々をオン（ＯＮ）状態（動作状態）にする制御信号の送信、家庭内
機器５０の各々をオフ（ＯＦＦ）状態（停止状態）にする制御信号の送信、及び家庭内機
器５０の各々に制御信号を送信しない処理（ＮＯＰ）を含む。ただし、機器制御情報１７
ｂは、図４の例に限定されない。
【００２３】
　図５は、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０の緊急警報放送信号の受信時の
動作を示すフローチャートである。図５に示されるように、デジタル放送受信装置１０が
緊急警報放送信号を受信すると（ステップＳ１０）、制御部１６の災害緊急度判別部１６
ａは、発生した災害の種類を示す災害種別と、設置地域情報１７ｃが示す地域（ユーザ居
住地域）が災害による影響をどの程度受けるかを示す被災度とを判別するための災害緊急
度判別処理を行う（ステップＳ１１）。
【００２４】
　次に、制御部１６の災害緊急度判別部１６ａは、被災度が「１」以上であるかどうかを
判別する（ステップＳ１２）。被災度が「１」以上であると判別された場合には、制御部
１６の緊急情報提示部１６ｂは、記憶部１７から、図２に示される緊急情報提示制御情報
１７ａを取得する（ステップＳ１３）。
【００２５】
　制御部１６の緊急情報提示部１６ｂは、取得された緊急情報提示制御情報１７ａに設定
されている提示方法に従って緊急情報を提示する（ステップＳ１４）。例えば、ステップ
Ｓ１１で判別された災害種別が「地震」であり、その被災度が「３」である場合には、緊
急情報提示部１６ｂは、記憶部１７から図２に示される緊急情報提示制御情報１７ａを取
得し、フォルダ「／Ａ／Ｂ／Ｚ＿Ｄａｔａ３」から緊急情報を取得して提示を行い、緊急
情報に記載されている内容の音声読み上げを行い、緊急情報を提示する際に内蔵音再生を
行い、デジタル放送受信装置の音量を「４０」に設定する。このとき、図３に示されるよ
うに、表示部１５に緊急情報が表示される。図３において、放送画面（領域１００）には
、緊急警報放送が表示されており、緊急情報画面領域１０１には緊急情報が表示される。
音声読み上げ有りの場合は、緊急情報の文字情報を読み上げた音声が音声出力部１４から
発せられる。
【００２６】
　表示部１５及び音声出力部１４による緊急情報の提示が行われると、制御部１６の機器
制御部１６ｃは、図４に示される機器制御情報１７ｂを記憶部１７から取得する（ステッ
プＳ１５）。
【００２７】
　機器制御情報１７ｂは、例えば、図４に示されるように、災害種別と被災度ごとに家庭
内機器５０の「電源オン」（ＯＮ）又は「電源オフ」（ＯＦＦ）又は「制御しない」（Ｎ
ＯＰ）などから構成されている。機器制御部１６ｃは、取得された機器制御情報１７ｂに
設定されている制御方法に従って家庭内機器５０の各々を制御する（ステップＳ１６）。
例えば、ステップＳ１１で判別された災害種別が「地震」であり、その被災度が「３」で
ある場合に、機器制御部１６ｃは、記憶部１７から図４に示される機器制御情報１７ｂを
取得し、機器制御情報１７ｂが示す制御内容にしたがって、テレビ５１の電源はＯＮ、エ
アコン５２の電源はＯＦＦ、ヒーター５３の電源はＯＦＦ、電気給湯器の電源はＯＦＦと
なるように、家庭内機器５０の各々を制御する。なお、図４中において、ＮＯＰ（Ｎｏ　
Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ）の機器は制御しない機器である。
【００２８】



(10) JP 6308817 B2 2018.4.11

10

20

30

40

50

　次に、災害緊急度判別部１６ａの災害緊急度判別処理を詳しく説明する。図６は、実施
の形態１に係るデジタル放送受信装置１０の災害緊急度判別処理手順を示すフローチャー
トである。図７（Ａ）及び（Ｂ）は、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０にお
ける被災度の判別方法を示す概念図である。以下、図６及び図７（Ａ）及び（Ｂ）に基づ
いて災害緊急度判別処理について説明する。
【００２９】
　放送局から緊急警報放送が送出され始めると、ＰＭＴパケットの中の記述子領域に緊急
情報記述子が追加されるため、災害緊急度判別部１６ａは、デマルチプレクサ部１２から
ＰＭＴパケットを抽出する（ステップＳ１００）。
【００３０】
　災害緊急度判別部１６ａは、抽出されたＰＭＴパケットを解析し、緊急情報記述子に記
述されている信号種別と地域符号を取得する（ステップＳ１０１）。災害緊急度判別部１
６ａは、取得された信号種別が「０」である場合は、発生した災害は「地震」であると判
別して災害種別を「地震」とし、信号種別が「１」である場合は、発生した災害は「津波
」であると判別して災害種別を「津波」として取得する（ステップＳ１０２）。
【００３１】
　次に、災害緊急度判別部１６ａは、ＰＭＴパケットから取得された地域符号をもとに、
緊急情報記述子から設置地域情報１７ｃが示す地域（ユーザ居住地域）の被災度を取得す
る（ステップＳ１０３）。被災度は、図７（Ａ）に示されるように災害の発信源に近い地
域を中心地域（すなわち、災害の影響を最も大きく受ける地域）とし、中心地域からの距
離によって各地域の被災度をランク付けしたものである。例えば、ＰＭＴパケットから取
得した地域符号が「京都」を示す場合、図７（Ｂ）に示されるように、中心地域が「京都
」であり被災度は「３」となる。このとき、「京都」（被災度「３」の地域）の隣県であ
る「大阪」、「兵庫」、「滋賀」、「奈良」、「三重」、「福井」の被災度は「２」とな
り、被災度「２」の地域の隣県である「鳥取」、「岡山」、「香川」などの被災度は「１
」となる。すなわち、設置地域情報１７ｃが示す地域（ユーザ居住地域）が「大阪」であ
る場合は、ステップＳ１０３で取得する被災度は「２」となり、設置地域情報１７ｃが示
す地域（ユーザ居住地域）が「和歌山」である場合は、ステップＳ１０３で取得する被災
度は「１」となる。
【００３２】
　以上に説明したように、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０は、デジタル放
送受信装置１０の設置地域（ユーザ居住地域）が、緊急警報放送信号が示す災害の中心地
域に一致しない場合であっても、緊急情報提示制御情報１７ａを利用するので、災害の影
響を受ける可能性のある地域である場合には、発生した災害の災害種別と、災害種別にお
ける被災度とに応じた内容の緊急情報の提供を表示部１５及び音声出力部１４から行うこ
とができる。このため、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０によれば、ユーザ
に災害種別と被災度と応じた内容の緊急情報を提示できるので、過度な不安感を与えない
ようにしながら、避難準備又は防災対策の準備を促すことができる。
【００３３】
　また、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０は、デジタル放送受信装置１０の
設置地域（ユーザ居住地域）が、緊急警報放送信号が示す災害の中心地域に一致しない場
合であっても、機器制御情報１７ｂを利用するので、災害の影響を受ける可能性のある地
域である場合には、発生した災害種別と被災度とに応じた家庭内機器５０の制御を行うこ
とができる。このため、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０によれば、家庭内
機器５０の種類、災害種別、及び被災度に応じた、適度な内容の家庭内機器５０の制御を
行うことができる。
【００３４】
実施の形態２．
　図８は、本発明の実施の形態２に係るデジタル放送受信装置２０の構成を概略的に示す
ブロック図である。図８において、図１に示される構成要素と同一又は対応する構成要素
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には、図１に示される符号と同じ符号を付す。実施の形態２に係るデジタル放送受信装置
２０は、制御部２６の災害緊急度判別部２６ａの災害緊急度判別処理の内容の点において
、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０と異なる。より詳細に言えば、実施の形
態１における災害緊急度判別部１６ａは、ＰＭＴパケットの緊急情報記述子から、災害種
別と装置設置地域における被災度とを判別するが、実施の形態２における災害緊急度判別
部２６ａは、デマルチプレクサ部１２によって抽出された字幕データから、災害種別と装
置設置地域における被災度とを判別する。この点以外については、実施の形態２に係るデ
ジタル放送受信装置２０は、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０と同じである
。したがって、実施の形態２の説明に際しては、図２、図５、図６、図７（Ａ）及び（Ｂ
）をも参照する。
【００３５】
　図９は、実施の形態２に係るデジタル放送受信装置２０が行う災害緊急度判別処理手順
を示すフローチャートである。図９に基づいて災害緊急度判別処理について説明する。図
９に示されるように、緊急警報放送が始まると、災害緊急度判別部２６ａは、デマルチプ
レクサ部１２から字幕データパケットを抽出する（ステップＳ２００）。
【００３６】
　次に、災害緊急度判別部２６ａは、抽出された字幕データを解析して字幕データの中に
含まれる災害キーワード（例えば、「地震」、「津波」、「竜巻」など）を抽出する（ス
テップＳ２０１）。
【００３７】
　抽出された災害キーワードが「地震」である場合は、災害緊急度判別部２６ａは、発生
した災害は「地震」であると判別して災害種別を「地震」とし、抽出された災害キーワー
ドが「津波」である場合は、発生した災害は「津波」であると判別して災害種別を「津波
」とし、抽出された災害キーワードが「竜巻」である場合は、発生した災害は「竜巻」で
あると判別して災害種別を「竜巻」とし取得する（ステップＳ２０２）。
【００３８】
　次に、災害緊急度判別部２６ａは、抽出された字幕データを解析して字幕データの中に
含まれる地域情報を抽出する（ステップＳ２０３）。例えば、字幕データの中に「○○県
沖を震源とする…」という字幕があると「○○県」が地域情報となり、「△△県沖合で観
測した津波…」という字幕があると「△△県」が地域情報となり、「□□県で発生した竜
巻…」という字幕があると「□□県」が地域情報となる。
【００３９】
　ステップＳ２０３で地域情報が抽出されると、災害緊急度判別部２６ａは、地域情報を
もとに設置地域情報１７ｃが示す地域（ユーザ居住地域）の被災度を取得する（ステップ
Ｓ２０４）。被災度の取得方法は実施の形態１の災害緊急度判別処理と同じであり、ステ
ップＳ２０３で取得された地域情報を図７（Ａ）の中心地域として設置地域情報１７ｃが
示す地域（ユーザ居住地域）の被災度を取得する。
【００４０】
　以上に説明したように、実施の形態２に係るデジタル放送受信装置２０は、デジタル放
送受信装置２０の設置地域（ユーザ居住地域）が、災害の中心地域に一致しない場合であ
っても、緊急情報提示制御情報１７ａを利用した結果、災害の影響を受ける可能性のある
地域であると判定された場合には、字幕データに含まれる災害キーワード及び地域情報に
基づいて、発生した災害の災害種別と、災害種別における被災度とに応じた内容の緊急情
報の提供を表示部１５及び音声出力部１４から行うことができる。このため、実施の形態
２に係るデジタル放送受信装置３０によれば、ユーザに災害種別と被災度と応じた適切な
内容の緊急情報を提示できるので、過度な不安感を与えないようにしながら、避難準備又
は防災対策の準備を促すことができる。
【００４１】
　また、実施の形態２に係るデジタル放送受信装置２０は、デジタル放送受信装置２０の
設置地域（ユーザ居住地域）が、災害の中心地域に一致しない場合であっても、機器制御
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情報１７ｂを利用するので、災害の影響を受ける可能性のある地域である場合には、発生
した災害の災害種別と被災度とに応じた家庭内機器５０の制御を行うことができる。この
ため、実施の形態２に係るデジタル放送受信装置２０によれば、家庭内機器５０の種類、
災害種別、及び被災度に応じた、適度な内容の家庭内機器５０の制御を行うことができる
。
【００４２】
実施の形態３．
　図１０は、本発明の実施の形態３に係るデジタル放送受信装置３０の構成を概略的に示
すブロック図である。図１０において、図１に示される構成要素と同一又は対応する構成
要素には、図１に示される符号と同じ符号を付す。実施の形態３に係るデジタル放送受信
装置３０は、制御部３６が音声認識部３６ｄを有する点、及び、制御部３６の災害緊急度
判別部３６ａの災害緊急度判別処理の内容の点において、実施の形態１に係るデジタル放
送受信装置１０と異なる。より詳細に言えば、実施の形態１における災害緊急度判別部１
６ａは、ＰＭＴパケットの緊急情報記述子から、災害種別と装置設置地域における被災度
とを判別するが、実施の形態３における制御部３６は、デコーダ部１３で生成された復号
データである音声データから、災害種別と設置地域情報１７ｃが示す地域における被災度
とを判別する。この点以外については、実施の形態３に係るデジタル放送受信装置３０は
、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０と同じである。したがって、実施の形態
３の説明に際しては、図２、図５、図６、図７（Ａ）及び（Ｂ）をも参照する。
【００４３】
　図１１は、実施の形態３に係るデジタル放送受信装置３０が行う災害緊急度判別処理手
順を示すフローチャートである。図１１に基づいて災害緊急度判別処理について説明する
。図１１に示されるように、緊急警報放送が始まると、音声認識部３６ｄは、デコーダ部
１３又は音声出力部１４から出力される音声データを取得し（ステップＳ３００）、取得
された音声データをテキストデータに順次変換する（ステップＳ３０１）。
【００４４】
　災害緊急度判別部３６ａは、変換されたテキストデータを解析してテキストデータの中
に含まれる災害キーワード（例えば、「地震」、「津波」、「竜巻」など）を抽出する（
ステップＳ３０２）。
【００４５】
　次に、災害緊急度判別部３６ａは、抽出された災害キーワードが「地震」である場合は
、発生した災害は「地震」であると判別して災害種別を「地震」とし、抽出された災害キ
ーワードが「津波」である場合は、発生した災害は「津波」であると判別して災害種別を
「津波」とし、抽出された災害キーワードが「竜巻」である場合は、発生した災害は「竜
巻」であると判別して災害種別を「竜巻」とし取得する（ステップＳ３０３）。
【００４６】
　次に、災害緊急度判別部３６ａは、変換によって生成されたテキストデータを解析して
テキストデータの中に含まれる地域情報を抽出する（ステップＳ３０４）。例えば、災害
緊急度判別部３６ａは、テキストデータの中に「○○県沖を震源とする…」という字幕が
あると「○○県」が地域情報となり、「△△県沖合で観測した津波…」という字幕がある
と「△△県」が地域情報となり、「□□県で発生した竜巻…」という字幕があると「□□
県」が地域情報となる。
【００４７】
　ステップＳ３０４で地域情報を抽出すると、災害緊急度判別部３６ａは、地域情報をも
とに設置地域情報１７ｃが示す地域（ユーザ居住地域）の被災度を取得する（ステップＳ
３０５）。被災度の取得方法は、実施の形態１の災害緊急度判別処理と同じであり、ステ
ップＳ３０４で取得された地域情報を図７（Ａ）の中心地域として設置地域情報１７ｃが
示す地域（ユーザ居住地域）の被災度を取得する。
【００４８】
　以上に説明したように、実施の形態３に係るデジタル放送受信装置３０は、デジタル放
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送受信装置３０の設置地域（ユーザ居住地域）が、災害の中心地域に一致しない場合であ
っても、緊急情報提示制御情報１７ａを利用した結果、災害の影響を受ける可能性のある
地域であると判定された場合には、音声データから変換されたテキストデータに含まれる
災害キーワード及び地域情報に基づいて、発生した災害の災害種別と、災害種別における
被災度とに応じた内容の緊急情報の提供を表示部１５及び音声出力部１４から行うことが
できる。このため、実施の形態３に係るデジタル放送受信装置３０によれば、ユーザに災
害種別と被災度とに応じた適切な内容の緊急情報を提示できるので、過度な不安感を与え
ないようにしながら、避難準備又は防災対策の準備を促すことができる。
【００４９】
　また、実施の形態３に係るデジタル放送受信装置３０は、デジタル放送受信装置３０の
設置地域（ユーザ居住地域）が、災害の中心地域に一致しない場合であっても、機器制御
情報１７ｂを利用するので、災害の影響を受ける可能性のある地域である場合には、発生
した災害の災害種別と被災度とに応じた家庭内機器５０の制御を行うことができる。この
ため、実施の形態３に係るデジタル放送受信装置３０によれば、家庭内機器５０の種類、
災害種別、及び被災度に応じた、適度な内容の家庭内機器５０の制御を行うことができる
。
【００５０】
実施の形態４．
　図１２は、本発明の実施の形態４に係る緊急制御装置６０の構成を概略的に示すブロッ
ク図である。図１２において、図１に示される構成要素と同一又は対応する構成要素には
、図１に示される符号と同じ符号を付す。実施の形態４に係る緊急制御装置６０は、制御
部６６が緊急情報提示部（図１における１６ｂ）を備える必要がない点、及び、記憶部６
７が緊急情報提示制御情報（図１における１７ａ）を備える必要がない点において、実施
の形態１に係るデジタル放送受信装置１０と異なる。より詳細に言えば、実施の形態１に
係るデジタル放送受信装置１０は、緊急警報放送を受信したときに、緊急警報画面を表示
部１５に表示させ、緊急警報用の音声又は警告音を音声出力部１４から出力するが、実施
の形態４に係る緊急制御装置６０は、緊急警報画面の表示及び緊急警報用の音声又は警告
音の出力を行わない。この点以外については、実施の形態４に係る緊急制御装置６０は、
実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０と同じである。したがって、実施の形態４
の説明に際しては、図４、図６、図７（Ａ）及び（Ｂ）をも参照する。なお、図１４には
、緊急制御装置６０が、表示部１５と音声出力部１４とを含む場合が示されているが、表
示部１５と音声出力部１４とを備えない構成としてもよい。
【００５１】
　図１３は、実施の形態４に係る緊急制御装置６０の緊急警報放送信号の受信時の動作を
示すフローチャートである。図１３において、図５に示されるステップと同一又は対応す
るステップには、図５に示されるステップ番号と同じステップ番号を付す。実施の形態４
に係る緊急制御装置６０の動作は、緊急情報提示制御情報１７ａを取得するステップ（図
５におけるＳ１３）と緊急情報をユーザに提示するステップ（図５におけるＳ１４）を含
まない点において、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０の動作（図１）と異な
る。他のステップについて、実施の形態４に係る緊急制御装置６０の動作は、実施の形態
１に係るデジタル放送受信装置１０の動作（図１）と同じである。この場合には、図１３
のステップＳ１３における処理は、実施の形態１における処理（図６）である。ただし、
図１３のステップＳ１３における処理を、実施の形態２における処理（図９）又は実施の
形態３における処理（図１１）としてもよい。
【００５２】
　以上に説明したように、実施の形態４に係る緊急制御装置６０は、この緊急制御装置６
０の設置地域（ユーザ居住地域）が、緊急警報放送信号が示す災害の中心地域に一致しな
い場合であっても、機器制御情報１７ｂを利用するので、災害の影響を受ける可能性のあ
る地域である場合には、発生した災害種別と被災度とに応じた家庭内機器５０の制御を行
うことができる。このため、実施の形態４に係る緊急制御装置６０によれば、家庭内機器
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５０の種類、災害種別、及び被災度に応じた、適度な内容の家庭内機器５０の制御を行う
ことができる。
【００５３】
実施の形態５．
　図１４は、本発明の実施の形態５に係る緊急警報装置７０の構成を概略的に示すブロッ
ク図である。図１４において、図１に示される構成要素と同一又は対応する構成要素には
、図１に示される符号と同じ符号を付す。実施の形態５に係る緊急警報装置７０は、制御
部７６が機器制御部（図１における１６ｃ）を備える必要がない点、記憶部７７が機器制
御情報（図１における１７ｂ）を備える必要がない点、及び、通信部１８を備える必要が
ない点において、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０と異なる。より詳細に言
えば、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０は、緊急警報放送を受信したときに
、緊急警報画面を表示部１５に表示させ、緊急警報用の音声又は警告音を音声出力部１４
から出力するが、実施の形態５に係る緊急警報装置７０は、被制御機器としての家庭内機
器の制御を行わない。この点以外については、実施の形態５に係る緊急警報装置７０は、
実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０と同じである。したがって、実施の形態５
の説明に際しては、図２、図３、図６、図７（Ａ）及び（Ｂ）をも参照する。なお、図１
４には、緊急警報装置７０が、表示部１５と音声出力部１４とを含む場合が示されている
が、緊急警報装置７０は、表示部１５と音声出力部１４とを含む必要はない。また、表示
部１５は緊急警報装置７０の外部に備えられた表示装置であってもよく、音声出力部１４
は緊急警報装置７０の外部に備えられたスピーカ装置であってもよい。
【００５４】
　図１５は、実施の形態５に係る緊急警報装置７０の緊急警報放送信号の受信時の動作を
示すフローチャートである。図１５において、図５に示されるステップと同一又は対応す
るステップには、図５に示されるステップ番号と同じステップ番号を付す。実施の形態５
に係る緊急警報装置７０の動作は、機器制御情報１７ｂを取得するステップ（図５におけ
るＳ１５）と家庭内機器を制御するステップ（図５におけるＳ１６）とを含まない点にお
いて、実施の形態１に係るデジタル放送受信装置１０の動作（図１）と異なる。他のステ
ップについて、実施の形態５に係る緊急警報装置７０の動作は、実施の形態１に係るデジ
タル放送受信装置１０の動作（図１）と同じである。実施の形態５においては、図１５の
ステップＳ１１における処理は、実施の形態１における処理（図６）である。ただし、図
１５のステップＳ１１における処理を、実施の形態２における処理（図９）又は実施の形
態３における処理（図１１）としてもよい。
【００５５】
　以上に説明したように、実施の形態５に係る緊急警報装置７０は、緊急警報装置７０の
設置地域（ユーザ居住地域）が、緊急警報放送信号が示す災害の中心地域に一致しない場
合であっても、緊急情報提示制御情報１７ａを利用するので、災害の影響を受ける可能性
のある地域である場合には、発生した災害の災害種別と、災害種別における被災度とに応
じた内容の緊急情報の提供を表示部１５及び音声出力部１４から行うことができる。この
ため、実施の形態５に係る緊急警報装置７０によれば、ユーザに災害種別と被災度とに応
じた内容の緊急情報を提示できるので、過度な不安感を与えないようにしながら、避難準
備又は防災対策の準備を促すことができる。
【符号の説明】
【００５６】
　１０，２０，３０　デジタル放送受信装置、　１１　チューナ・復調部（受信部）、　
１２　デマルチプレクサ部、　１３　デコーダ部、　１４　音声出力部（スピーカ装置）
、　１５　表示部、　１６，２６，３６，６６，７６　制御部、　１６ａ，２６ａ，３６
ａ　災害緊急度判別部、　１６ｂ　緊急情報提示部、　１６ｃ　機器制御部、　１７，６
７，７７　記憶部、　１８　通信部、　３６ｄ　音声認識部、　４０　ネットワーク（ホ
ームネットワーク）、　５０　家庭内機器（被制御機器）、　５１　テレビ、　５２　エ
アコン、　５３　ヒーター、　５４　電気給湯器、　６０　緊急制御装置、　７０　緊急
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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